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研究成果の概要（和文）：本研究の特徴は、「湿地教育」という概念にある。水田・河川・湖沼・海洋などの多
様な水辺を「湿地」と捉えることで地球の水循環に連なる包括的で総合的な水環境の把握が可能となる。「持続
可能な開発のための教育（ESD） 」に対応する環境教育のひとつの柱として「湿地教育」を立てることで、
「水」をキーワードに身近な生活環境から地球環境全体に広がる新たな環境教育の領域を切り拓くことが可能と
なる。本研究は、生物多様性及び地球温暖化等の地球環境問題に対応する枠組みとして「湿地教育」の役割に注
目することで、環境学を支える市民教育のあり方を提起した。

研究成果の概要（英文）：The feature of this study is in the concept of “Wetland Education”. By 
perceiving the various waterfront such as paddy field, river, lakes, marshes, and oceans, as a new 
area of environmental education, inclusive and total water environment can be captured. As 
positioning “Wetland Education” as “Education for Sustainable Development”, a new area of 
environmental education which expands from the living environment to the global environment can be 
developed from the keyword “water”. This study raises the state of civic education by focusing on 
the role of “Wetland education” as a frame that corresponds to biodiversity and global warming.

研究分野： 環境教育

キーワード： 湿地教育　ESD　環境教育　自然体験活動　大型鳥類の野生復帰　CEPA　湿地　海洋

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
「湿地教育」はラムサール条約における「湿地」の定義をもとに、CEPA（コミュニケーション、教育、参加、普
及）の推進をはかることを目的としている。わが国では、環境教育指導資料（2014 年改訂）や環境教育推進法
（2003 年）、学校教育法・社会教育法(2001 年改正)にも「自然体験活動」の充実および奨励が明記されてい
る。
こうした状況のもとで、コウノトリに代表される絶滅危惧大型鳥類の野生復帰事業には、人口巣塔の設置やエサ
場となる無農薬栽培の水田や水路・湿地の確保など、地域住民の理解と積極的な協力が不可欠である。野生復帰
事業における市民教育（学校教育、社会教育）の重要性は明らかである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（１）2008 年に発足した日本湿地学会は「湿地」を「天然のものであるか人工のものである
か、永続的なものであるか一時的なものであるかを問わず、更には水が滞っているか流れてい
るか、淡水であるか汽水であるか鹹水（かんすい）であるかを問わず、沼沢地、湿原、泥炭地
又は水域をいい、低潮時における水深が 6 メートルを超えない海域を含む」（ラムサール条約）
と定義し、自然科学・社会科学の枠を越えて包括的な調査研究を進めるとともに、CEPA
（Communication,Education, Participation and Awareness: コミュニケーション、教育、参
加、普及）の推進をはかることを目的としている。 
また、日本国際湿地保全連合(WIJ)も湿地の生物多様性保全とワイズユースの実現を目的に、
生物調査や湿地と人間の関わり事例の収集とともに、ラムサール条約の CEPA を積極的に進め
ている。このようにラムサール条約に代表される湿地の保護・保全に関わる調査・研究が、CEPA
と呼ばれる広義の「湿地教育」を不可欠の領域として位置づけてきた。 
（２）わが国では、『環境教育指導資料』（文部科学省／国立教育政策研究所、2014 年改訂）
や「環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律」（環境教育推進法／2003 年）、
学校教育法・社会教育法(2001 年改正)にも「自然体験活動」の充実および奨励が明記されてい
る。こうした状況のもとで、申請者は「自然体験学習系環境教育の指導者養成カリキュラム策
定に関する総合的研究」（2005～2007 年度基盤研究（B）朝岡幸彦）及び「自然体験学習の指
導者養成システムに関する総合的研究」（2008～2011 年度基盤研究（B）朝岡幸彦）に取り組
む中で自然体験学習実践研究会を組織して、『自然体験学習実践研究』（第 1 巻 1 号〜3 号、
第 2 巻 1 号／2007〜2011 年、2014 年）を継続的に刊行してきた。 
（３）他方でコウノトリに代表される絶滅危惧大型鳥類の野生復帰事業には、人口巣塔の設置
やエサ場となる無農薬栽培の水田や水路・湿地の確保など、地域住民の理解と積極的な協力が
不可欠である。東京農工大学連合農学研究科（DC）と同志社大学の院生グループは、共同研究
「コウノトリ野生復帰型事業における環境教育の役割と実践」（2014 年度豊岡市学術研究補助
事業）に取り組み、野生復帰事業における市民教育（学校教育、社会教育）の重要性を明らか
にした。生態系の頂点に位置する大型鳥類の野生復帰に注目することで、里山や湿地を介した
地域づくり教育の一環としての湿地教育の重要性が明らかとなる。 
 
2. 研究の目的 
本研究の目標は、ポスト DESD（持続可能な開発のための教育の 10 年の後／2015 年度以降） 
のもとで ESD を踏まえた環境教育のあり方として、「湿地教育」を新たな研究・実践領域とし
て提起することにある。 
そのためには、ESD としての湿地教育の役割と可能性に関する基礎的な研究の蓄積が必要で
あり、手始めとして広範囲な地域における湿地の保全を必要とする大型鳥類の野生復帰事業等
に関わる環境教育実践に注目することが有効である。コウノトリの野生復帰事業を進める兵庫
県豊岡市を典型に、大型鳥類の野生復帰や保護・繁殖に取り組む自治体の多くが事業そのもの
をまちづくりのシンボルとして位置づけ、積極的に湿地に関わる環境教育の機会を提供しよう
としている。 
こうした地域づくり教育の取り組みは、コウノトリに限らず、佐渡のトキ、根釧のタンチョウ、 
出水のナベツル・マナヅルなど重要な観光資源として位置づけられながら進められるとともに、 
景観を含むまちづくりのあり方そのものを見直す契機となりうるものである。 
しかしながら、湿地教育の特徴は特定の地域に限定されたものではなく、田園、流域、海洋な
どを通じて地球全体への広がりをもつところにある。本研究では、「汎(Pan)湿地教育」の可能
性として水田教育（田んぼの学校）や流域教育（川の学校）、湖沼教育（湖の学校）、海洋教育
（海の学校）などを視野に入れた ESD 型湿地教育の体系を構想しようとした。 
ESD としての湿地教育を構想するためには、大型鳥類の野生復帰事業に取り組む地域やラムサ
ール条約登録湿地における環境教育実践（とくに自然体験学習）をひとつの拠り所としながら
も、湿地を支える文化や技術を再評価し、社会のあり方を問い直す営みと結びつく必要がある。
本研究は、事例研究を基礎に「湿地教育」の基本的な枠組みを提起することが目標である。 
 
３．研究の方法 
本研究の目的を遂行するために、「自然体験学習実践研究会」を中心に①大型鳥類の野生復帰事 
業に関わる湿地教育の構造調査グループ（野生復帰 G）、②持続可能な開発のための教育(ESD)
における汎(Pan)湿地教育の役割に関する調査グループ（汎湿地教育 G）、という２つの研究グ
ループを立ち上げた。 
前半年に豊岡・根釧・鹿児島等の大型鳥類の野生復帰事業における湿地教育の実践事例を集中 
的に調査・分析したうえで、後半年に ESD としての湿地教育の役割と基本構造を明らかにする
ための汎(Pan)湿地教育に含まれる「水（みず）系環境教育」諸領域との擦り合わせを行った。 
 
４．研究成果 
本研究の特徴は、「湿地教育」という概念にある。水田・河川・湖沼・海洋などの多様な水辺を
「湿地」と捉えることで地球の水循環に連なる包括的で総合的な水環境の把握が可能となる。
「持続可能な開発のための教育（ESD）に対応する環境教育のひとつの柱として「湿地教育」を



立てることで、「水」をキーワードに身近な生活環境から地球環境全体に広がる新たな環境教育
の領域を切り拓くことが可能となる。本研究は、生物多様性及び地球温暖化等の地球環境問題
に対応する枠組みとして「湿地教育」の役割に注目することで、環境学を支える市民教育のあ
り方を提起した。 
また、本研究プロジェクトの理論研究及び実践事例の研究成果をもとに、本研究プロジェクト
の【まとめ】を阿部治・朝岡幸彦監修 持続可能な社会のための教育シリーズ第８巻、朝岡幸
彦・笹川孝一・日置光久編著『湿地教育・海洋教育』（筑波書房、2019 年 9 月刊行予定）とし
て公表する。 
本書には研究代表者・分担者・連携研究者が執筆する、序章 SDGs における湿地教育・海洋教
育（朝岡）、第１章 湿地・海洋教育の教育学（笹川）、第２章 水のつながりに生きる学び（石
山）、第３章 CEPA における体験学習の役割（田開）、第４章 学校教育における海洋教育の展
開（日置）、第５章 「海洋教育」という物語（田口）、第６章 タンチョウ保護と共生のため
の湿地教育（野村）、第７章 ツルに関わる環境教育・活動の意義（農中・酒井）、第８章 地
域づくりと「湿地の文化」教育（佐々木）、終章 エコロジストが考える地域の人づくり（江崎）、
が収録されている。 
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